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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 令和２年３月 令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月

売上高 （百万円） 512 442 591 647 877

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 9 △10 34 22 28

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △61 △31 16 17 24

持分法を適用した場合の投

資利益
（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 100 100 100 100 100

発行済株式総数 （株） 19,800 19,800 19,800 19,800 19,800

純資産額 （百万円） 1,408 1,376 1,393 1,410 1,435

総資産額 （百万円） 1,881 2,131 2,158 2,157 2,001

１株当たり純資産額 （円） 71,151 69,534 70,372 71,255 72,489

１株当たり配当額  － － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
（円） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△）
（円） △3,103 △1,615 837 883 1,233

自己資本比率 （％） 74.89 64.61 64.54 65.39 71.73

自己資本利益率 （％） △4.36 △2.32 1.19 1.23 1.70

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 60 151 126 105 △80

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △76 △110 △83 △120 △42

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 16 46 － △5 22

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 8 96 139 117 17

従業員数  42 46 50 51 55

（外、平均臨時雇用者数） （人） （2） （2） （2） （2） （2）

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） （－） （－） （－） （－） （－）

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価について当社株式は非上場のため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和35年２月 「福井県観光開発株式会社」の商号をもって、ゴルフ場の経営を主たる目的とし、福井市に設立

昭和35年11月 福井県坂井郡芦原町浜坂（現あわら市浜坂）に「芦原ゴルフクラブ」海コース９ホールズを開場

昭和36年６月 海コース18ホールズを正式に開場

昭和40年９月 湖コース９ホールズを増設、27ホールズとなる。

昭和48年10月 湖コース９ホールズを増設、36ホールズとなる。

平成７年９月 現在地に本社を移転

平成11年12月 増資により、資本金　1,190,000千円となる。

平成12年６月 湖コース　カート化

平成18年３月 海コース　カート化

平成23年９月 減資により、資本金　100,000千円となる。

 

３【事業の内容】

　当社は、主としてゴルフ場の経営及び附帯事業として食堂、コース売店を経営しています。

　芦原ゴルフクラブは、当社の一定の株式所有者をもって組織し、会員方式を採用しており、会員及び会員の紹介者

を準会員（ゲスト）としてゴルフ場の利用を許可しており、令和６年３月31日現在の会員数は、1,373名でありま

す。

会員資格 １．通常会員 当社株式８株以上を所有する個人で、１名の個人名義を登録した者

 ２．法人会員 当社株式24株以上を所有する法人で、24株につき２名の割合で法人内個人

名義を登録した者

 ３．預託会員 当社で定めた入会保証金を完納し、理事会において承認された者

 ４．湖コース単独会員 当社で定めた入会金を完納し、理事会において承認された者

　ゴルフ場の一切の建物ならびに維持管理は、クラブ組織と緊密な連絡を保ちながら、福井県観光開発株式会社がす

べて責任を持って行っています。しかし、クラブ活動は会社及び会員で構成されている理事会において、会員の意思

の添うように円滑な運営をしております。

 

(1）経営組織図
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(2）クラブ組織図

 

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和６年３月31日現在
 

区分 人数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

社員 22（2） 50.2 14.3 4,201

キャディー 23 47.9 15.2 2,880

（注）１．従業員数は平均就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

（１）経営理念

芦原ゴルフクラブに集う私たちは「誠意と感謝の心」で人々に接し「熱意と努力」で仕事に当たることにより、

顧客に、株主に、従業員に、そして社会を取り巻く全ての人々に、愛され、喜ばれ、信頼される会社づくりを目指

し、以って社会と従業員と会社の末永い繁栄と幸福を願うものである。

 

（２）経営方針

＜基本目標＞

福井県における株主会員制のゴルフ場として全ての会員が豊かなゴルフ人生を享受できるような中部圏ナンバー

ワンのすばらしいゴルフコースとサービスの良いゴルフ場づくりを基本目標とする。

＜基本方針＞

１．すべての企業活動の原点はお客様の満足におき、最高のゴルフコースと最高のサービスを提供することによっ

て、ご来場してくださったお客様に満足して帰って頂き、再度の来場を促進します。

２．社員一人一人が自ら考え、自ら行動する活力の溢れた働き甲斐のある企業風土をつくります。

３．美しい自然の保全を基本に、環境と安全に配慮した企業活動に徹します。

 

（３）経営環境

　　　　急激な円安やウクライナ危機等により資源価格が上昇し、食材・肥料等の原料価格や光熱費が高騰し、ゴルフ場

　　　にとっては厳しい経営環境となっております。また、全国的にもゴルフ場の従業員確保が困難となっており、雇用

　　　条件等の改善が必要となってきております。当クラブにおけるマツクイムシによる松枯れは減少しておらず、その

　　　対策費用の困難となっております。

 

　（４）事業上の対処すべき課題

　　　　トーナメント開催コースとしての高いコースメンテナンスレベルの維持を図り、全国的に広報活動を展開し、県

　　　外からの来場者もご来場いただける環境を作り、入場者数の確保に努めてまいります。また、コース内の樹木・芝

　　　草の維持保全するために、人員・管理機械・薬剤等コース管理には優先的に経営資源を投入しております。

　　　当業界におきましては、依然として全国的にゴルフ場数が過剰であり、過当競争の状態は解決されておりませ

　　　ん。団塊の世代を中心としたシニア層のプレーヤーに依存する状況が続いております。しかし、コロナ禍において

　　　感染リスクの低いスポーツレジャーとしてゴルフの人気が高まり、若年層や女子のゴルファーが増加傾向にありま

　　　す。

　　　　芦原ゴルフクラブが健全な営業を継続するために、当クラブ独自の特色を生かした付加価値を生み出すことによ

　　　り、他社との差別化を図ることを重点施策として、次の通り実施してまいります。

　　　①　理事会、運営委員会及び各委員会を中心としたクラブ運営に努め、継続的に行っている緑化事業を精力的に推

　　　　進するとともに、ハウス周辺の美化及びコースメンテナンスの一層のグレードアップに努めます。また、県外の

　　　　名門クラブとの会員友好交流提携を行い、メンバーの相互交流を図ります。

　　　②　令和５年９月に開催されました日本女子オープンゴルフ選手権に向けて海コースの改造工事が完成しておりま

　　　　す。今後も全国有数の白砂青松のシーサイドコースとなるように努めてまいります。

　　　③　海コースを北陸地方では数少ない完全キャディ付きのコースとして位置づけ、キャディを増強することによっ

　　　　て他のクラブとの差別化を図り、付加価値を向上させます。

　　　④　女性がより身近にゴルフを始められるようにレディースレッスン会を月２回開催し、女性ゴルファーを増やす

　　　　取り組みを続けてまいります。

　　　⑤　プレーヤーのマナー向上を図るとともに、スロープレーを解消するように努め、快適なラウンドを提供で全国

　　　　的にきるようにしてまいります。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　　　地球温暖化による環境の変化は重要な社会的課題であり、脱炭素社会の実現に向けた動きはグローバルなものとな

　　ってきております。当社は気候変動に関するリスクと機会を重要な経営課題と認識しております。

(1）ガバナンス

　　当社では取締役会の諮問機関としてＥＳＧ推進委員会を設置しております。ＥＳＧ推進委員会は全社的な組織と

して構成されており、気候変動を含むサスティナビリティ関連の課題について審議・検討を行います。また、その

内容が取締役会に報告されることで、取締役会がこれらの課題について監督を行う仕組みとなっております。

(2）戦略

　　当社では気候変動シナリオ分析を実施し、事業活動に影響を及ぼすリスク・機会の重要度を評価した結果、①気

温上昇によるゴルフコース管理の変化及び原材料費の高騰、②顧客活動・消費者選好の変化、③台風・大雨等によ
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る災害頻度の増加・被害の甚大化の3項目を事業に大きく影響を及ぼす可能性のある重要なリスク・機会として判

断いたしました。このようなリスク・機会に対しまして様々な対策を講じることがリスクの低減と機会の獲得につ

ながるものと考えております。

　また、当社における人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針としては、現在の社員の平均年齢が約50

歳であることに鑑み、ゴルフ場の安定した経営のためには若手・中堅社員を確保し育成することが急務となってお

ります。そのため、新卒者の募集と中途採用を積極的に行い、研修制度を充実させることをその方針としておりま

す。

　　なお、社内環境整備に関する方針としては、新たに確保した人材だけでなく現在働いている社員の福利厚生面を

充実させ、離職を防ぐことをその方針としております。

(3）リスク管理

　　当社では今後、全社的なリスクを総合的に洗い出して把握し、方針の立案、施策の進捗状況管理、指導・助言を

行う機関として安全衛生委員会を設置しております。安全衛生委員会はＥＳＧ推進委員会で検討されたサスティナ

ビリティ関連の課題についても管理を行っていく予定でございます。

(4）指標及び目標

　当社ではサスティナビリティ関連の重要課題として①環境保全②お客様の安心・安全③地域社会への貢献④企業

倫理の遵守の4項目を挙げております。また、サスティナビリティの指標といたしましてはSDGｓ（サスティナブ

ル・デベロップメント・ゴールズ）をその指標としております。

　なお、当社では上記「(2)戦略」において記載した、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社

内環境整備に関する方針について、次の指標を用いております。当該指標に関する目標及び実績は、次の通りであ

ります。

指標 目標 実績（当事業年度）

一人あたりの年間研修日数 令和８年３月までに2.0日 　　　　　 0.5日

一人あたりの年間有給休暇取得日数 令和８年３月までに10.0日 　　　　　 7.5日
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 

 

(1）会社がとっている特異な経営方針

　当社はゴルフ場運営を主たる目的に設立され、株主会員がゴルフライフを継続するための施設維持を主としてい

るため、配当は実施しておりません。今後もこの方針は継続いたします。

 

(2）営業上での環境影響に係るもの

①　当社は原則通年営業を実施していますが、冬季期間の降雪による休業ロスは予測が困難で、計画に齟齬を生じ

ることがあります。

②　昨年より松枯被害は激増しており、その対策費用の増加が懸念されます。

 

４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の

概要は次のとおりであります。

　①財政状態及び経営成績の状況

　　　　当事業年度の日本経済は、急激な円安やウクライナ・中東危機に伴う原材料高を背景に原料・光熱費、人手不足

　　　による人件費の高騰が続きました。

　　　　ゴルフ場業界におきましては、３密を回避できる屋外スポーツとして、またコミュニティの場としてもゴルフ需

　　　要が高くなり、若年層や女性客の来場者の増加傾向がみられましたが、新型コロナウィルス感染症が「５類」に

　　　引き下げられ人流が回復したことで、他のスポーツやレジャーに参加する人が増え、全国的にゴルフ場来場者は若

　　　干の減少傾向にあります。プレーヤーの高齢化、低価格志向、ゴルフ場の供給過剰など厳しい経営環境が続いてお

　　　ります。

　　　　当クラブは海コースワングリーン化の工事と松林整備も終えコース改造も完成し、９月には女子プロツアーのメ

　　　ジャー大会である「第56回日本女子オープンゴルフ選手権」を開催することができました。

　　　当期中の主な設備改修はデジタル無線機の新規購入及び冷凍冷蔵庫・揚水ポンプ・パソコン・ガソリン給油機・

　　管理棟昇圧トランス・乗用カート・散水ポンプ・グリーンモア・ラフ芝刈り機・目土散布機・肥料散布機・ボール

　　集球機・軽トラック・防犯カメラの代替品購入等でございます。

　　　　トーナメント開催の効果もあり、当社の当期の業績は、入場者は43,817人で前年同期比1,742人（4.1％）の増加

　　　となりました。営業成績につきましては、売上高が877,077千円となり、前年同期比229,906千円（35.5％）の増収

　　　になりました。また、経常利益は28,840千円となり、前年同期比6,672千円（30.1％）の増加、そして当期純利益

　　　は24,426千円となり、前年同期比6,942千円（39.7％）の増益となりました。
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　②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期に比べて100,221千円減少

し、17,393千円（前年同期比85.2％減）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動の支出された資金は80,125千円（前年同期は105,047千円の獲得）となりました。

前事業年度に比べ、前受金の減少が211,836千円と大きかったことが主な要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動によって支出された資金は、42,336千円となり、前事業年度に比べ78,481千円減少

しました。これは設備投資として42,335千円の支出があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動の結果得られた資金は22,240千円（前年同期は5,840千円の使用）となりました。

これは、借入金の増加によるものです。

 

③入場者及び収入の実績

a. 入場者実績

最近の入場者実績ならびに増減比較を示せば、次のとおりであります。

 

期別

 

第64期
（自　令和４年４月１日

至　令和５年３月31日）

第65期
（自　令和５年４月１日

至　令和６年３月31日） 　　前年同期比増減（％）

区分 営業日数及び入場者数 営業日数及び入場者数

　営業日数（日） 314 307 △2.23

　メンバー（人） 22,782 21,898 △3.88

　ビジター（人） 19,293 21,919 13.61

計（人） 42,075 43,817 4.14

 

b. 収入実績

最近の収入実績ならびに増減比較を示せば、次のとおりであります。

 

期別

 

第64期
（自　令和４年４月１日

至　令和５年３月31日）

第65期
（自　令和５年４月１日

至　令和６年３月31日） 　　前年同期比増減（％）

区分 売上高（千円） 売上高（千円）

　会員収入 92,565 105,868 14.37

　プレーフィー 401,917 433,683 7.90

　附帯収入 64,194 233,682 264.02

　食堂・売店売上 88,493 103,843 17.35

計 647,171 877,077 35.52
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 ①重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。この財務

諸表の作成にあたって、当事業年度における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示並びに報告期間におけ

る収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々

な要因に基づき行っており、そのため実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

 ②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社の事業年度の経営成績等は、入場者において前期対比で1,742名（4.1％）増加いたしました。会員収入は

13,303千円増加し、プレーフィーが31,766千円増加、付帯収入はトーナメント開催収入を含めて169,488千円の増加、

食堂売店売上が15,350千円増加したことにより売上高は前期対比で229,906千円増加いたしました。営業支出につきま

しては、食堂・売店売上原価が3,938千円の増加となり、販売費及び一般管理費も236,116千円増加いたしました。以

上の結果当期純利益は24,426千円となりました。

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因として、県内および周辺ゴルフ場の価格戦略がございます。近隣のゴル

フ場は様々の付属サービス等で集客を図っており、実質的には値引き競争が続いており、プレー費の単価維持は困難

になっています。大手旅行代理店と連携して福井県外のプレーヤーの獲得を行っていきます。また、土日祝日のキャ

ンセル料金も設定し、健全なクラブ運営を目指しております。また、当ゴルフ場は松林と海、湖の景観主体をセール

スポイントにしておりますが、松枯れ被害が完全には収まらず、予防対策費を計上しております。

　当社の資本の財源及び資金の流動性については、当社の運転資金は、冬季期間中の積雪に伴う営業休止と入場者減

少により資金が枯渇しますが、金融機関との強い信頼関係で安定的支援を得ています。一方、営業外資金対策として

株式の流動化を促進し、会員の増強を図ることにより、入会料等の資金確保を図って参ります。

　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、健全性の高い経

営を維持する観点から自己資本利益率及び流動比率を、収益性の指標としては営業利益及び税引前当期純利益をその

指標としています。

　当事業年度の経営成績につきましては、３年連続で営業利益は黒字を確保することができました。そして、税引前

当期純利益も３期連続で黒字となりました。自己資本利益率もプラスとなっております。なお、キャッシュ・フロー

に関しましては、営業キャッシュ・フローの範囲で必要と考えられる設備投資を積極的に行い、手元資金を適正な水

準に保っております。

(3）経営者の問題認識と今後の方針について

　今後の客単価の下落・売上高の減少に歯止めをかけるため、コースの改修を積極的に進め、付加価値を高めてまい

ります。レストランにおきましては、お客様の要望に応えられる料理を提供できますように、毎月季節に合わせたメ

ニューを作るよう改善を行っております。

　また、当社の経営陣は、当社を取り巻く厳しい環境を十分に認知しており、プレーヤーの動向並びにニーズを的確

に把握し、営業方針を決定して参ります。具体的には、会員の高齢化に伴う休眠会員対策や、営業企画等による平日

利用者、シニア、レディースの誘客を強力に実施して参ります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当事業年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　当事業年度において、特記すべき当該事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　主な新規の設備投資の状況は、機械及び装置として芝刈り機9,210千円、車両運搬具として乗用カート20,016千円

等があります。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備の状況は、次のとおりであります。

令和６年３月31日現在
 

事業所名 項目 内容
面積
（㎡）

帳簿価額
（千円）

従業員数
（人）

芦原ゴルフ場

土地
福井県あわら市北潟山林ほか

（　　〃　　　浜坂山林）

941,894

（558,896）
129,022  

建物 クラブハウス、キャディーハウス他 9,320 238,353  

構築物 ゴルフコース36ホールズ他 830,750 1,450,851  

機械及び装

置
ゴルフコース管理機械ほか  34,063 　55(2)

車両運搬具 ダンプほか  20,013  

工具、器具

及び備品
洗面化粧台、ロッカー、冷蔵庫ほか  8,766  

立木 松木ほか  4,392  

合計 － －
1,781,964

（558,896）
1,885,463 55（2）

　（注）１．土地の一部を賃借しています。年間賃借料は22,192千円であります。賃借している土地の面積については、

（　）で外書きしております。

２．従業員数の（　）は臨時従業員数を外書きしております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手完了予定年月

完成後の増加能力
総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

芦原ゴルフクラブ 軽トラック１台 950 － 自己資金及び借入金 令和6年5月 令和6年5月 （注）

芦原ゴルフクラブ ターフトラック１台 2,300 － 自己資金及び借入金 令和6年5月 令和6年5月 （注）

芦原ゴルフクラブ 乗用カート15台 20,000 － 自己資金及び借入金 令和6年6月 令和6年6月 （注）

芦原ゴルフクラブ 自動精算機２台 4,200 － 自己資金及び借入金 令和6年6月 令和6年6月 （注）

芦原ゴルフクラブ アプローチスィーパ 5,500 － 自己資金及び借入金 令和6年7月 令和6年7月 （注）

(注)　完成後の増加能力は、算出することが困難なため記載を省略しております。
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４【ゴルフ場の概要】

〈所在地〉福井県あわら市浜坂６６字塩越山１-１

(1）面積

 ゴルフコース 海コース18ホールズ及び練習場 418,797 平方米

  湖コース18ホールズ 412,117 平方米

 建物  8,550 平方米

 駐車場  13,815 平方米

 その他松林及び花園、通路等 647,511 平方米

 合計 1,500,790 平方米

(2）コースの全容

海コース

Ｈ・Ｎｏ． Ｈ・Ｃ・Ｐ

YARDS

PAR

 

Ｈ・Ｎｏ． Ｈ・Ｃ・Ｐ

YARDS

PARChamp

Tee

Reg

Tee
 

Champ

Tee

Reg

Tee

１ ３ 471 437 ５  10 ４ 374 349 ４

２ ９ 500 443 ４  11 10 318 302 ４

３ 15 205 177 ３  12 16 145 138 ３

４ 13 377 359 ４  13 14 343 310 ４

５ １ 548 510 ５  14 ８ 429 405 ４

６ ７ 393 353 ４  15 ２ 495 476 ５

７ 17 197 188 ３  16 12 394 373 ４

８ ５ 384 374 ４  17 18 187 177 ３

９ 11 394 366 ４  18 ６ 559 524 ５

－ － 3,469 3,207 36  － － 3,244 3,054 36

      Total 6,713 6,261 72

 

湖コース

Ｈ・Ｎｏ． Ｈ・Ｃ・Ｐ

YARDS

PAR

 

Ｈ・Ｎｏ． Ｈ・Ｃ・Ｐ

YARDS

PARChamp

Tee

Reg

Tee
 

Champ

Tee

Reg

Tee

１ ９ 370 328 ４  10 14 532 514 ５

２ 17 324 309 ４  11 16 383 372 ４

３ ３ 573 547 ５  12 ２ 537 518 ５

４ 15 200 182 ３  13 12 196 180 ３

５ １ 527 479 ５  14 ８ 445 398 ４

６ 11 200 165 ３  15 18 377 346 ４

７ ５ 385 377 ４  16 ４ 385 350 ４

８ 13 396 382 ４  17 10 181 150 ３

９ ７ 382 363 ４  18 ６ 417 398 ４

－ － 3,357 3,132 36  － － 3,453 3,226 36

      Total 6,810 6,358 72
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（令和６年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和６年６月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 19,800 19,800 　　　　非上場 （注）

計 19,800 19,800 － －

　（注）　当社の株式の譲渡又は取得については、取締役会の承認を要する旨を定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年９月１日 － 19,800 △1,090,000 100,000 1,090,000 1,387,500

（注）　資本準備金の増加は減資による資本金の振替によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

令和６年３月31日現在
 

区分

株式の状況

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 4 3 55 － － 1,930 1,993

所有株式数（株） 36 96 72 3,508 － － 16,088 19,800

所有株式数の割合

（％）
0.18 0.48 0.36 17.72 － － 81.25 100.00
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（６）【大株主の状況】

  令和６年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

㈱熊谷組 福井県福井市中央２丁目６番８号 476 2.40

セーレン㈱ 福井県福井市毛矢１丁目10番１号 336 1.70

敦賀セメント㈱ 福井県敦賀市泉２丁目６番１号 240 1.21

㈱三和商会 福井県坂井市三国町本町１丁目２番15号 228 1.15

フクイボウ㈱ 福井県福井市桃園２丁目1番15号 204 1.03

福井テレビジョン放送㈱ 福井県福井市問屋町３丁目410 192 0.97

前田建設工業㈱ 東京都千代田区富士見町２丁目10番26号 156 0.79

㈱グリーンシェルター 福井県坂井市丸岡町小黒70号６番地１ 136 0.69

福井トヨペット㈱ 福井県福井市幾代２丁目1424-1 132 0.67

㈱アイリス 福井県福井市下馬３丁目511 112 0.57

計 － 2,212 11.17

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和６年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　19,800 19,800 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 19,800 － －

総株主の議決権 － 19,800 －

 

②【自己株式等】

令和６年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
 
（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、配当につきましては、収益状況に対応した配当政策を基本としつつも、株主会員制のゴルフクラブの経営

を主とした目的としているため、将来の業務展開、設備の充実に備えるための内部留保の向上を勘案して決定する方

針であります。

　この方針のもと、株主に対する収益の還元は、ゴルフコース及び施設の維持・改善につとめ、さらなるサービスの

充実を図ることでなされるものと考えております。以上のことから当事業年度も配当を行わないことにしておりま

す。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社のコーポレート・ガバナンスは、当社がゴルフ場経営を主たる目的としており、又、株主の大多数が会

員で構成されていることから、意思決定機関は経営管理と運営管理の両方に設けております。

　経営管理は取締役会が中心となり、運営管理は理事会が中心となってリスク管理を行っており、又、会員の

意思をできるだけ反映させるため、役職者は会員の中から選出しております。

 

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

a. 会社の機関の内容

　当社の取締役会は７名で構成され、内、４名は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　経営管理面においては、取締役会を原則、年間４回開催しており、四半期ごとの経営状況と財務内容の把握

を行い、経営上重要な意思決定を迅速かつ効果的に行っております。又、ゴルフ場運営面においては、理事会

が意思決定を行い、会員の意見を直接的に運営面に反映させております。

　当社では各監査役が会社の機関として会計監査及び業務監査を行うことにより、取締役の業務執行の妥当

性・適法性を担保しております。

 

管理体制全体図

 

 

ｂ. 内部統制システムの整備の状況

　社内に内部監査室はありませんが、取締役会は社内の相互牽制機能が有効に機能しているか否か等につき常に

注意をはらい、万一検出事項の報告がなされれば、直ちに対応し得る体制をとっています。監査役は取締役の職

務執行について厳正な監視を行うとともに、内部統制の整備・運用状況を監視しております。

 

② 役員報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

取締役　　３名　　　    　31,293千円

監査役　　１名　　　         720千円

（注）上記のうち、取締役1名に対し使用人兼務取締役の使用人としての給与相当額6,675千円が含まれてお

ります。

③ 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

 

④ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めておりま

す。

 

 

EDINET提出書類

福井県観光開発株式会社(E04612)

有価証券報告書

18/59



⑤ 株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めがある場合を除き議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定

めております。

 

⑥ 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役とも法令に定める額であります。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）または監査役が責任の原

因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

　　　⑦ 最近事業年度における取締役会の活動状況

　　　　　　取締役会は当社規定の取締役会規則に従い、当社の経営に関する基本方針、重要な業務執行に関する事項、

　　　　　株主総会の決議により授権された事項の他、法令及び定款に定められた事項を決議し、また法令に定められた

　　　　　事項および重要な業務の執行状況につき報告を受けます。

　当事業年度において当社は取締役会を年５回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおり

であります。

氏名 開催回数 出席回数

丹尾正己 ５回 ４回

小林　茂 ５回 ５回

山崎幸雄 ５回 ５回

川田達男 ５回 ４回

浮田啓三 ５回 ５回

岸　研司 ５回 ５回

宮北勝栄 ５回 ５回
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役会長 丹尾　正己 昭和16年１月15日生

平成13年６月　福井紡績㈱（現フクイボウ㈱）

代表取締役社長に就任

15年６月　当社監査役に就任

16年６月　当社取締役に就任

17年12月　当社代表取締役社長に就任

21年６月　フクイボウ㈱代表取締役会長に就任

29年６月　フクイボウ㈱取締役会長に就任

31年４月　福井県ゴルフ協会会長に就任（現）

令和２年１月　フクイボウ㈱取締役相談役に就任（現）

　　６年４月　当社代表取締役会長に就任（現）

（注）

３
8

代表取締役社長

総支配人
小林　茂 昭和32年10月13日生

平成15年６月　当社副支配人に就任

16年６月　当社取締役に就任

23年６月　当社支配人に就任

28年６月　当社常務取締役支配人に就任

令和２年６月　当社専務取締役総支配人に就任

　　４年６月　当社代表取締役専務総支配人に就任

　　６年４月　当社代表取締役社長総支配人に就任（現）

（注）

３
8

常務取締役

支配人
宮北　勝栄 昭和42年１月６日生

平成24年10月　支配人代理兼チーフマネージャーに就任

28年６月　副支配人兼チーフマネージャーに就任

30年６月　当社取締役副支配人に就任

令和２年６月　当社取締役支配人に就任

　　６年４月　当社常務取締役支配人に就任（現）

（注）

３
－

取締役 川田　達男 昭和15年１月27日生

昭和56年８月　セーレン㈱取締役に就任

60年８月　　　〃　　常務取締役に就任

62年８月　　　〃　　代表取締役社長に就任

 平成15年６月　　　〃　　代表取締役社長兼最高執

　　　　　　　 行責任者に就任

17年10月　　　〃　　代表取締役社長兼最高経

　　　　　　　 営責任者兼最高執行責任者に就任

23年６月　　　〃　　代表取締役会長兼社長兼

　　　　　　　 最高経営責任者兼最高執行責任者に

　　　　　　　 就任

26年６月　　　〃　　代表取締役会長兼最高経

　　　　　　　 営責任者に就任（現）

26年６月　当社取締役に就任（現）

（注）

３
8

取締役 浮田　啓三 昭和22年４月９日生

昭和62年５月　福井トヨペット㈱専務取締役就任

平成元年５月　　　〃　　　代表取締役専務就任

９年５月　　　〃　　　代表取締役副社長就任

11年５月　　　〃　　　代表取締役社長に就任

19年６月　当社監査役に就任

22年12月　福井トヨタ自動車㈱代表取締役会長

に就任(現)

26年６月　当社取締役に就任(現)

30年５月　福井トヨペット㈱代表取締役会長に

就任

令和元年12月　トヨタYOU＆iホールディングス㈱代表取締

役社長に就任(現)

（注）

３
8
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 岸　研司 昭和33年11月13日生

平成25年４月　㈱熊谷組執行役員に就任

29年４月　㈱熊谷組常務執行役員北陸支店長に就任

30年６月　当社取締役に就任（現）

令和３年４月　㈱熊谷組専務執行役員北陸支店長に就任(現)

（注）

３
－

取締役 光野　稔 昭和22年10月10日生

平成11年６月　福井テレビジョン放送㈱取締役総務局長に就

任

17年６月　福井テレビジョン放送㈱代表取締役社長に就

　　　　　任

29年７月　福井テレビジョン放送㈱代表取締役会長に就

　　　　　任（現）

令和６年６月　当社取締役に就任（現）

（注）

３
－

監査役 松本　好弘 昭和35年４月24日生

平成24年４月　敦賀セメント㈱業務部長に就任

27年６月　敦賀セメント㈱取締役業務部長に就任

30年６月　当社監査役に就任（現）

令和元年６月　敦賀セメント㈱取締役に就任（現）

（注）

４
－

 監査役 山根　裕 昭和29年６月24日生

平成21年７月　金沢国税局大野税務署署長に就任

　　25年４月　関東信越国税不服審判所部長審判官に就任

　　26年７月　金沢国税局福井税務署署長に就任

　　28年８月　山根裕税理士事務所開設、所長に就任（現）

令和５年６月　当社監査役に就任（現）

（注）

４
８

 監査役 安藤　健 昭和47年１月６日生

平成10年４月　福井弁護士会弁護士登録

　　　　　　　川上・野坂法律事務所入所

　　12年６月　川上・野坂・安藤法律事務所パートナー弁

　　　　　　　士に就任

令和５年６月　当社監査役に就任（現）

　　５年10月　福井宝永法律事務所弁護士に就任（現）

（注）

４
８

計 48

 

（注）１．取締役の川田達男氏、浮田啓三氏、岸研司氏、光野稔氏は社外役員(会社法施行規則第２条第３項第

　　　　　５号)に該当する社外取締役（会社法第２条第15号）であります。

　　　２．監査役と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　３．令和６年６月12日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　４．令和５年６月８日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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（３）【監査の状況】

 

①監査役監査の状況

　当社における監査役監査は、監査役会制度を採用せず、各監査役が会社の機関として会計監査及び業務監査

を行うことにより取締役の業務執行の妥当性・適法性を担保しております。

　なお、監査役の山根裕氏は、税理士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。また監査役の安藤健氏は弁護士の資格を有し、法律全般に関する相当程度の知見を有しております。

　当事業年度において開催された５回の取締役会のうち松本監査役は５回、山根監査役は４回、安藤監査役は

４回出席し、取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、各監査役は

取締役会以外にも来社時には取締役及び従業員との意思疎通を図り、その業務の執行状況・財務の状況等の情

報収集を行っております。

 

②　内部監査の状況

　社内に内部監査部門を設置していないため、代表取締役、取締役会並びに監査役に直接報告を行う仕組みは存

在しません。

 

③　会計監査の状況

　a.業務を執行した公認会計士

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は髙島悠輝氏であります。

 

　b.監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者はおりません。なお、髙島氏は当事業年度における監査意見表明にあたり

他の公認会計士事務所へ意見審査を依頼しております。

 

　c.監査公認会計士等の選定方針と理由

　当社は監査公認会計士等の品質管理体制、独立性及び専門性等を総合的に勘案し、その選定を行っておりま

す。

 

④　監査報酬の内容等

　a.　監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

1,200 － 1,200 －

 

b.　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

－ － － －

 

c.　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　　該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査契約締結前に監査公認会計士等から提出され

る見積書を確認し、その合理性を判断することにしております。
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（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバ

ナンスの概要」に記載しております。
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（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（令和５年４月１日から令和６年３月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士髙島悠輝氏により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社を所有していないため該当事項はありません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　外部の研修会に参加し、常に人材の教育訓練を行うことで適正な財務諸表等の確保を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和５年３月31日)
当事業年度

(令和６年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 168,052 67,831

売掛金 19,480 22,863

未収入金 29,407 631

商品 4,605 4,654

貯蔵品 6,107 3,794

前払費用 11,406 11,580

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 239,049 111,345

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※２ 260,072 ※２ 238,353

構築物（純額） 1,468,046 1,450,851

機械及び装置（純額） 28,867 34,063

車両運搬具（純額） 12,388 20,013

工具、器具及び備品（純額） 9,861 8,766

土地 129,022 129,022

立木 4,392 4,392

有形固定資産合計 ※１ 1,912,651 ※１ 1,885,463

無形固定資産   

電話加入権 115 115

ソフトウエア 5,877 4,114

無形固定資産合計 5,992 4,229

固定資産合計 1,918,643 1,889,692

資産合計 2,157,693 2,001,038

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,143 2,234

未払金 54,108 49,540

短期借入金 － ※２ 31,000

１年内返済予定の長期借入金 8,760 8,760

前受金 213,120 1,284

未払消費税等 7,362 16,316

未払法人税等 2,640 2,640

賞与引当金 6,400 12,000

預り金 20,337 15,575

流動負債合計 314,871 139,351
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和５年３月31日)
当事業年度

(令和６年３月31日)

固定負債   

長期入会預り金 312,632 313,890

入会保証金 4,000 4,000

長期借入金 95,400 86,640

退職給付引当金 13,996 13,038

役員退職慰労引当金 5,935 8,835

固定負債合計 431,964 426,403

負債合計 746,835 565,754

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

資本準備金 1,387,500 1,387,500

資本剰余金合計 1,387,500 1,387,500

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △76,642 △52,216

利益剰余金合計 △76,642 △52,216

株主資本合計 1,410,857 1,435,283

純資産合計 1,410,857 1,435,283

負債純資産合計 2,157,693 2,001,038
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和４年４月１日
　至　令和５年３月31日)

当事業年度
(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

営業収入   

業務収入   

会員収入   

入会金 20,100 29,150

会費 61,265 61,848

その他 11,200 14,869

会員収入合計 92,565 105,868

プレーフィー 401,917 433,683

附帯収入   

レンタル料 79 116

練習場収入 2,778 2,644

その他 61,337 230,921

附帯収入合計 64,194 233,682

業務収入合計 558,677 773,233

食堂・売店売上高 88,493 103,843

営業収入合計 647,171 877,077

営業支出   

食堂・売店売上原価 33,477 37,415

営業支出合計 33,477 37,415

営業総利益 613,693 839,662

販売費及び一般管理費   

人件費 ※１ 183,622 ※１ 192,105

物件費 61,858 75,216

経費 ※２ 82,641 ※２ 289,986

コース管理費 114,479 106,405

キャディー費 92,635 100,750

減価償却費 62,622 69,512

販売費及び一般管理費合計 597,861 833,977

営業利益 15,832 5,684

営業外収益   

受取利息 2 2

雑収入 ※３ 7,012 ※３ 23,889

償却債権取立益 62 180

営業外収益合計 7,076 24,071

営業外費用   

支払利息 612 849

緑化事業 43 17

その他 85 49

営業外費用合計 741 915

経常利益 22,167 28,840

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 735 ※４ 1,774

固定資産圧縮損 1,307 －

特別損失合計 2,043 1,774

税引前当期純利益 20,124 27,066

法人税、住民税及び事業税 2,640 2,640

当期純利益 17,484 24,426
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金 利益剰余金合

計
 

繰越利益剰余
金

当期首残高 100,000 1,387,500 1,387,500 △94,127 △94,127 1,393,372

当期変動額       

当期純利益    17,484 17,484 17,484

当期変動額合計 - - - 17,484 17,484 17,484

当期末残高 100,000 1,387,500 1,387,500 △76,642 △76,642 1,410,857

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,393,372

当期変動額  

当期純利益 17,484

当期変動額合計 17,484

当期末残高 1,410,857
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当事業年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金 利益剰余金合

計
 

繰越利益剰余
金

当期首残高 100,000 1,387,500 1,387,500 △76,642 △76,642 1,410,857

当期変動額       

当期純利益    24,426 24,426 24,426

当期変動額合計 － － － 24,426 24,426 24,426

当期末残高 100,000 1,387,500 1,387,500 △52,216 △52,216 1,435,283

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,410,857

当期変動額  

当期純利益 24,426

当期変動額合計 24,426

当期末残高 1,435,283
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和４年４月１日
　至　令和５年３月31日)

当事業年度
(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 20,124 27,066

減価償却費 62,622 69,512

退職給付引当金の増減額（△は減少） 172 △958

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,225 2,899

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 －

固定資産除却損 735 1,774

受取利息 △2 △2

支払利息 612 849

売上債権の増減額（△は増加） △790 △3,383

未収債権の増減額（△は増加） 39,189 28,775

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,749 2,264

その他の資産の増減額（△は増加） 252 △173

仕入債務の増減額（△は減少） 623 90

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,195 8,954

未払債務の増減額（△は減少） 10,503 △4,567

預り金の増減額（△は減少） 5,625 △4,761

前受金の増減額（△は減少） △31,333 △211,836

賞与引当金の増減額（△は減少） △80 5,600

長期入会預り金の増減額（△は減少） 7,890 1,257

その他の負債の増減額（△は減少） △100 －

小計 108,297 △76,638

利息の受取額 2 2

利息の支払額 △612 △849

法人税等の支払額 △2,640 △2,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 105,047 △80,125

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △120,816 △42,335

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △120,817 △42,336

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 31,000

長期借入金の返済による支出 △5,840 △8,760

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,840 22,240

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,609 △100,221

現金及び現金同等物の期首残高 139,225 117,615

現金及び現金同等物の期末残高 117,615 17,393
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

２．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び車両運搬具 ２～15年

工具、器具及び備品 ２～15年

②　無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間　（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、簡便法により当期末における退職給付債務（期末自己都合要支給額）

及び年金資産の見込額に基づき計上しています。

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務を充足する通常の時点（収

　益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　会費

　　会員に対して種別等に応じた利用機会を提供することを履行義務としています。会費等に関しましては、

　会員への財又はサービスの提供が月単位で行われていることから、月単位での収益認識を行っております。

②　商品及びサービスの提供

　　①以外の商品及びサービスの提供につきましては、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

　で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

　金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

　内に償還期限の到来する短期投資からなります。
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（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。
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（表示方法の変更）

　　　　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（令和５年３月31日）
当事業年度

（令和６年３月31日）

　 2,661,677千円 2,646,908千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和５年３月31日）
当事業年度

（令和６年３月31日）

建物 122,299千円 112,669千円

 

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとお

りであります。

 

 
前事業年度

（令和５年３月31日）
当事業年度

（令和６年３月31日）

当座貸越極度額及びコミットメントの総額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － 31,000

差引額 100,000 69,000
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（損益計算書関係）

販売費及び一般管理費のうち人件費、経費の主要な費用及び金額は次のとおりです。

※１．人件費

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

役員報酬 32,868千円 32,013千円

給料手当 80,455 83,087

賞与・賞与引当金繰入額 15,013 20,216

 

※２．経費

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

借地料 22,192千円 22,192千円

租税公課 15,303 15,350

諸手数料 11,570 15,335
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※３　雑収入の主要な内訳

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

暴風雨・雷被害による受取損害保険金 309千円 3,970千円

受取寄付金 　　－ 11,162

省エネ補助金 1,307 　　－

市補助金 － 5,000

ゴルフ利用税報償金 372 385

伐採松売却代金 1,090 811

   

 

　　　　　※４　固定資産除却損の内容

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

建物 689千円 1,582千円

構築物 － 127

機械 － 64

その他固定資産 46 －

　　　　　　　　　計 735 1,774
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 19,800 － － 19,800

合計 19,800 － － 19,800

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 19,800 － － 19,800

合計 19,800 － － 19,800

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

現金及び預金勘定 168,052千円 67,831千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,437 △50,437

現金及び現金同等物 117,615 17,393
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（リース取引関係）

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　設備計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は流動性の高い

金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、そのほとんどがクレジット売上によるものであります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権につきましては、顧客の信用リスクに晒されているものの、その大部分がクレジット会社等に

対するものであり、リスクは限定的であります。

　資金調達に係る流動性リスク（支払日に支払いを実行できなくなるリスク）につきましては、担当部署

が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（令和５年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 168,052 168,052 －

資産計 168,052 168,052 －

(1) 一年内返済予定の長期借入金 （8,760） （8,760） －

(2）長期借入金 （95,400） （95,324） 75

負債計 （104,160） （104,084） 75

デリバティブ取引 － － －

（注）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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当事業年度（令和６年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 67,831 67,831 －

資産計 67,831 67,831 －

(1) 短期借入金 （31,000） （31,000） －

(2) 一年内返済予定の長期借入金 （8,760） （8,760） －

(3）長期借入金 （86,640） （86,396） 243

負債計 （126,400） （126,156） 243

デリバティブ取引    

（注）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項及びデリバティブ取引に関する事項

〈資産〉

(1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

〈負債〉

（1）短期借入金 (2)一年以内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）長期借入金

　長期借入金の時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。

〈デリバティブ取引〉

　当社は、デリバティブ取引を行っておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（令和５年３月31日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

現金及び預金 168,052 － －

合計 168,052 － －
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当事業年度（令和６年３月31日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

現金及び預金 67,831 － －

合計 67,831 － －

 

４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（令和５年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 8,760 8,760 14,596 16,764 16,764 38,516

合計 8,760 8,760 14,596 16,764 16,764 38,516

 

当事業年度（令和６年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 8,760 14,596 16,764 16,764 16,764 21,752

合計 8,760 14,596 16,764 16,764 16,764 21,752

 

５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価。

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

　　　　　　　　に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用知っている場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位か最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和５年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（令和６年３月31日）

該当事項はありません。
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(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和５年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 19,480 － 19,480

未収入金 － 29,407 － 29,407

資産計 － 48,887 － 48,887

買掛金 － 2,143 － 2,143

一年内返済予定の長期借入金 － 8,760 － 8,760

 未払金 － 54,108 － 54,108

未払消費税等 － 7,362 － 7,362

未払法人税等 － 2,640 － 2,640

長期借入金 － 95,324 － 95,324

負債計 － 170,338 － 170,338

 

当事業年度（令和６年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 22,863 － 22,863

未収入金 － 631 － 631

資産計 － 23,495 － 23,495

買掛金 － 2,234 － 2,234

短期借入金 － 31,000 － 31,000

一年内返済予定の長期借入金 － 8,760 － 8,760

 未払金 － 49,540 － 49,540

未払消費税等 － 16,316 － 16,316

未払法人税等 － 2,640 － 2,640

長期借入金 － 86,396 － 86,396

負債計 － 196,887 － 196,887

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

売掛金及び未収入金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

買掛金、短期借入金、一年内返済予定の長期借入金、未払金、未払消費税等、未払法人税等及び長期借入金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日までの

期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。

 

（有価証券関係）

　前事業年度・当事業年度共に該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、前事業年度・当事業年度共に該当事項はありませ

ん。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度（定年退職を条件とする）及び退職一時金制度を設

けております。

 

２．退職給付債務（簡便法）に関する事項

 
前事業年度

（令和５年３月31日）（千円）
当事業年度

（令和６年３月31日）（千円）

イ．退職給付債務 △28,905 △28,645

ロ．年金資産 14,909 15,606

ハ．退職給付引当金 13,996 13,038

差引（イ＋ロ＋ハ） － －

 

３．退職給付費用に関する事項

 

前事業年度
（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

（千円）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

（千円）

イ．退職給付費用 718 △958

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準 ポイント基準

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和５年３月31日）
 

当事業年度
（令和６年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 2,192千円  4,111千円

ゴルフコース 2,256  2,256

土地 1,818  1,818

貯蔵品 1,777  1,777

退職給付引当金 4,795  4,467

役員退職慰労引当金 2,033  3,026

その他 316  288

税務上の繰越欠損金（注） 22,597  10,770

繰延税金資産小計 37,788  28,515

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注） △22,597  △10,770

　将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △15,190  △17,745

評価性引当額小計 △37,788  △28,515

繰延税金資産計 －  －

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（令和５年３月31日）

 
　　１年以内

　　（千円）

１年超２年以内

　　（千円）

２年超３年以内

　　（千円）

３年超４年以内

　　（千円）

４年超５年以内

　　（千円）

税務上の繰越欠

損金（※）
－ － － － －

評価性引当額 － － － － －

繰延税金資産 － － － － －

 

５年超６年以内

　　（千円）

６年超７年以内

　　（千円）

７年超８年以内

　　（千円）

８年超９年以内

　　（千円）

９年超10年以内

　　（千円）

　　　合計

　　（千円）

－ 11,904 10,693 － － 22,597

－ △11,904 △10,693 － － △22,597

－ － － － － －
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当事業年度（令和６年３月31日）

 
　　１年以内

　　（千円）

１年超２年以内

　　（千円）

２年超３年以内

　　（千円）

３年超４年以内

　　（千円）

４年超５年以内

　　（千円）

税務上の繰越欠

損金（※）
－ － － － －

評価性引当額 － － － － －

繰延税金資産 － － － － －

 

５年超６年以内

　　（千円）

６年超７年以内

　　（千円）

７年超８年以内

　　（千円）

８年超９年以内

　　（千円）

９年超10年以内

　　（千円）

　　　合計

　　（千円）

76 10,693 － － － 10,769

△76 △10,693 － － － △10,769

－ － － － － －

 

（※）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（令和５年３月31日）
 

当事業年度
（令和６年３月31日）

法定実効税率 34.3％  34.3％

（調整）    

評価性引当額 △34.3  △34.3

住民税均等割 13.1  9.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.1  9.8
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（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　会員収入のうち会費につきましては、会員への財又はサービスの提供が月単位で行われていることから、月単

位での収益認識を行っており、それ以外の商品及びサービスの提供につきましては約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

Ⅰ　前事業年度（第64期　自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当事業年度（第65期　自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 71,255 72,489

１株当たり当期純利益（円） 883 1,233

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

当事業年度
（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当期純利益（千円） 17,484 24,426

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 17,484 24,426

普通株式の期中平均株式数（株） 19,800 19,800

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,349,375 828 74,980 1,275,222 1,036,869 20,964 238,353

構築物 2,786,870 － 3,124 2,783,746 1,332,894 17,066 1,450,851

機械及び装置 121,525 15,196 1,130 135,591 101,527 9,936 34,063

車両運搬具 55,154 22,608 4,412 73,350 53,336 14,984 20,013

工具、器具及び備品 127,987 3,703 645 131,046 122,280 4,798 8,766

土地 129,022 － － 129,022 － － 129,022

立木 4,392 － － 4,392 － － 4,392

有形固定資産計 4,574,328 42,335 84,292 4,532,371 2,646,908 67,749 1,885,463

無形固定資産        

電話加入権 115 － － 115 － － 115

　 ソフトウエア 12,276 － － 12,276 8,161 1,763 4,114

無形固定資産計 12,391 － － 12,276 8,161 1,763 4,229

 

（注）１．当期増加額・減少額の主な内容は次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

機械及び装置 増加額  自走式グリーンモア 　　　　　　　　 2,040

機械及び装置 増加額  目砂散布機 3,000

機械及び装置 増加額  乗用３連アプローチモア 7,170

車両運搬具 増加額  乗用カート１５台 20,016

 工具、器具及び

 備品
増加額  スタンド計量機 1,648

建物 減少額 コース内休憩小屋 13,800

 建物 減少額 クラブハウス１階冷暖房設備 11,080

 建物  減少額  男女ロッカー給排水衛生設備 23,000

建物 減少額 男女ロッカー空調設備 14,830

２．構築物のうち、1,251,776千円は非減価償却資産（ゴルフコース）であります。

EDINET提出書類

福井県観光開発株式会社(E04612)

有価証券報告書

50/59



【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 31,000 0.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 8,760 8,760 0.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 95,400 86,640 0.9 令和12年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 104,160 126,400 0.8 －

（注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
1年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く）
14,596 16,764 16,764 16,764

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 10 10 － 10 10

賞与引当金 6,400 12,000 6,400 － 12,000

役員退職慰労引当金 5,935 3,699 800 － 8,835

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（令和６年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,892

預金  

当座預金 595

普通預金 14,905

定期預金 50,437

計 65,939

合計 67,831

 

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社　北陸カード 8,272

株式会社　ジェーシービー 6,775

株式会社　福井ディーシーカード 4,850

その他 2,964

合計 22,863

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

　

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 366  
　

19,480 539,392 536,009 22,863 95.91 14.37
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③　棚卸資産

(イ）商品

内訳 金額（千円）

食堂・売店販売用商品 3,240

食堂材料 1,413

合計 4,654

 

(ロ）貯蔵品

内訳 金額（千円）

肥料・薬品他 3,794

合計 3,794

 

④　買掛金

内訳 金額（千円）

㈱スエヒロ商事 453

（有）S＆PInternational 396

㈱華 360

山本食品 204

その他 819

合計 2,234

 

⑤　長期入会預り金

　平成５年４月以降、芦原ゴルフクラブの入会による預り金として預かったもので、会員１名につき50万円

　平成22年４月以降、同20万円で、条件は次のとおりであります。

(1）本預り金は、会員退会又は会員資格喪失時に返還いたします。

(2）本預り金には利息をつけません。

(3）預り金証書は、他に譲渡、質入れはできません。

 当期中入会件数　　　80件 当期中返還件数　　　31件

 当期末件数　　 　　975件   

 当期末残高    313,890千円   
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（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
福井県あわら市浜坂66字塩越山１番地ノ１

福井県観光開発株式会社　業務グループ

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 －

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 官報にて掲載しています。

株主に対する特典

８株以上の個人株主及び24株以上の法人株主は、理事会の承認を得、且つ所定

の入会金を支払って、芦原ゴルフクラブの会員となり、当クラブの運営する芦

原ゴルフ場を使用することができる。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

有価証券報告書

　（第64期）（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）令和５年６月８日北陸財務局長に提出

半期報告書

　（第65期中）（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）令和５年12月15日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

令和６年６月12日

福井県観光開発株式会社

取締役会　御中

髙島公認会計士事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福井県福井市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　　　　髙島　悠輝
 

監査意見

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている福井県観光開発株式会社の令和５年４月１日から令和６年３月31日までの第65期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計

算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、福井県観光開発株式会社の令和６年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。
 

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における私の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理

上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。
 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する

内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
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する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが

求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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